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２０１７年５月２５日 

 

厚生労働大臣  塩 崎 恭 久   殿 

 

平成２９年度ハンセン病問題対策協議会 

統  一  要  求  書 

 

              ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国原告団協議会 

                   全国ハンセン病療養所入所者協議会 

              ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国弁護団連絡会 

 

 

第１ 謝罪・名誉回復について 

１ 基本方針の確認 

今後も引き続き名誉回復措置を取ることを政府として表明されたい。 

 

２ 追悼式出席者に対する旅費支給 

追悼式出席者（挨拶を行う者以外を含む。）に対する旅費支給について、その

可否及び問題点について引き続き協議する。 

 

３ 国立ハンセン病資料館の運営委託先に関する入札条件の変更 

既に当交渉団からの要請書とこれに対する本年３月３１日付回答書により、厚

生労働省健康局難病対策課長名にて、当交渉団に一律に意見照会をしなかった

ことにつきお詫びが表明されているところであるが、改めてその趣旨を確認し、

厚生労働省として陳謝されたい。 

 

第２ 社会復帰・社会内生活支援 

１ 基本方針の確認 

ハンセン病回復者の社会復帰の円滑化・容易化及び退所者の社会内生活の安定

化のために、今後も隔離政策による被害回復を旨として、退所者・非入所者の医

療・介護制度・相談体制等の改善・整備ならびに継続的・安定的な経済支援等に

最大限努力することを確認されたい（基本法第３条関係 なお、平成１３年７月

２３日付「基本合意書」及び入所歴なき原告に関する平成１４年１月２８日付「基
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本合意書」参照）。 

 

２ 医療・介護制度改善に向けての取組み 

退所者及び非入所者の高齢化に伴い医療及び介護等福祉サービスへの需要が

高まっている現状に鑑み、社会内において、ハンセン病に起因する後遺症に対応

し、かつ偏見差別を受けることのない、適切かつ十分な医療や介護等福祉サービ

スを享受することができるよう、地方自治体と協力し、必要な制度改革や運用改

善に取り組まれたい。 

とりわけ、下記事項を重点課題とされたい。 

ア 足底穿孔症の治療及びその予防としてのフットケアの訪問看護制度の、平

成３０年度中の実現。 

イ 介護等級あるいは身体障害等級の認定において、知覚麻痺、運動機能障害

等のハンセン病に特有の後遺障害が、十分かつ適切に反映されるよう、地方

自治体、指定医等に対する指導及び研修を実施すること。 

 

３ 回復者等相談事業の拡充について 

ハンセン病回復者に対する社会的偏見・差別の解消及び退所者・非入所者等の

社会的支援のため、下記事項を重点課題として、さらなる相談事業の拡充をされ

たい。 

ア 平成２８年度には、退所者・非入所者の実情に応じた相談・研修会・支援

サポートネットワーク構築等を目的として、ピアサポーターによる「社会啓

発推進・相談事業」が発足したところであるが、同制度がさらに十分かつ円

滑に運用されるよう、退所者・非入所者とのきめ細やかな意見・情報交換を

行うとともに、同制度に対する十分な予算措置を講じられたい。 

イ 退所者、非入所者の居住分布及び生活実態に応じて、各地にソーシャルワ

ーカー等の専門家相談員を配置されたい。とりわけ、沖縄県については、離

島居住者に十分対応しうる人数のソーシャルワーカーを配置されたい。 

 

４ 非入所者給与金受給者の遺族に対する経済的支援について 

退所者給与金制度における特定配偶者支援金制度に準じ、非入所者給与金受給

者に扶養されていた遺族に対する経済的支援策が、平成３０年度中に創設される

よう、その検討及び準備をすすめられたい。 

 

第３ 在園保障 
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１ 基本方針の確認 

国の法的責任を改めて明確にするため、平成１３年７月２３日付「基本合意書」

において確認された国の法的責任及び基本法第３条の基本理念に基づき、１３の

国立ハンセン病療養所入所者（今後入所する者を含む）の意思に反して退所、転

園させることなく、終生の在園を保障するとともに、社会の中で生活するのと遜

色のない水準を確保するため、入所者の生活環境及び医療の整備を行うよう最大

限努めることを確認されたい。 

 

２ 医師の確保について 

厚生労働省は、基本法第１１条において国の責務として明示的に「医師」の確

保等が定められていること、また、平成２６年１１月１８日に参議院厚生労働委

員会が「国立ハンセン病療養所については、その入所者の良好かつ平穏な療養生

活のため、職員の確保に最大限努めること。特に医師の確保に当たっては、地方

自治体等関係機関の協力を得て欠員補充に努めること」との附帯決議を行ってい

ること等に基づき、医師給与（俸給またはそれに代わる諸手当）の抜本的増額、

当直手当等諸手当（応援当直の確保による常勤医師の負担軽減）等の改善など「国

立ハンセン病療養所の医療サービスの向上に関する研究」の提言に示された具体

的な医師確保対策を含めた様々な工夫により、国立ハンセン病療養所の医師の確

保に一層尽力されたい。 

（趣旨・理由） 

１３の国立ハンセン病療養所の医師定員数は１４６名であるところ、現員は１１２名（平

成２９年４月１日現在）に留まり、また、ハンセン病療養所での診療実態に鑑みれば実際

上の常勤医は一層少なく、「社会の中で生活するのと遜色のない水準の医療」には未だほ

ど遠い現状である。入所者の生命健康に直接かかわる問題であり、深刻な危惧を抱かざる

を得ない。 

なかでも、園長・副園長の確保は死活問題である。現在、副園長がいない園が５つある

（松丘保養園、多磨全生園、駿河療養所、長島愛生園、奄美和光園）。医師が不足となれ

ば、管理職たる園長等にとって当直も重い負担となるのであり、他の医師の確保が必須で

ある。 

他方で、近年、民間病院はもとより、公立病院や独法化した国立病院における医師待遇

（２０１６年度版国立病院機構・医師の処遇に関するパンフレットによれば、院長約２１

００万円、副院長約１９７０万円、医師約１４９０万円）と比べても、国立ハンセン病療

養所医師の「相対的待遇」の悪化が生じてきた。 

上述のとおり、国立ハンセン病療養所の医師の欠員補充については平成２６年１１月１
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８日参議院厚生労働委員会が特に附帯決議を行っており、国立ハンセン病療養所の現場の

深刻な状況に照らし、ハンセン病問題基本法及び本協議会における従前の確認事項に基づ

き、抜本的な取り組みが求められる。 

 

３ 職員問題について 

（１）平成２６年８月１５日に統一交渉団と厚生労働省との間で締結された合意書

の確実な実施に引き続き取り組むことを確認されたい。  

（２）上記合意書の趣旨は、療養所の現場で働く看護・介護職員が確保されなけれ

ば実現できないが、看護師の欠員状況に加えて、介護職員退職後の後補充のた

めの期間業務職員が募集されても埋まらない欠員状況が続いている。期間業務

職員の募集等については昨年度より一定の制度的な対応がなされたものの、問

題の解決に至っていない。かかる欠員状況を解消されたい。また、欠員状況に

関する原因及び今後の見通し・取組方針について説明されたい。 

（３）療養所の定員問題は、隔離政策の下で、正規職員を配置せず患者作業によっ

て療養所運営をまかなったことに起因し、同一労働同一賃金の原則に合致しな

い状況がなお残存している。介護以外の業務を行う賃金職員についてその職種

で定員化する措置をとる等一層の職員定員化の努力をされたい。 

（４）職員退職後の後補充に関し、介護・調理以外の職員についても、徒に外注化

を進めるのではなく、その具体的状況に応じて必要な場合は期間業務職員等の

職員を確保することとされたい。 

（５）上記（１）に関連し、入所者に対する看護・介護の現状と今後の取組（特に、

平成３１年度以降に関する定員及び人員確保の方針、並びに介護員の三交替制）

について協議するための作業部会を開催されたい。 

 

４ 大島青松園の船舶等の問題について 

（１）大島青松園入所者が、大島青松園において、終生、地域社会から孤立するこ

となく、良好かつ平穏な生活を営むためには、船舶（官用船及び民間委託船）

の運航が円滑かつ安定的に行われるとともに、利便性が向上することが不可欠

であることを、改めて確認するとともに、厚労省としてその維持と改善に引き

続き努力することを表明されたい。 

（２）平成２８年度協議会における下記確認事項の早急なる実現に向けて、引き続

き努力されることを要望する。 

ア 多数の一般の訪問者の安全性を確保しながら官用船を運航するため、関係

省庁及び関係自治体との連携協力のもと、必要な人員配置及び施設整備を行
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い、早期に一般旅客定期航路事業の認可取得をすること。 

イ 大型官用船「せいしょう」及び大型民間委託船が、円滑かつ有効に稼働で

きるよう、関係自治体と連携協力のもと、早急に、民間委託船と同時停泊可

能な桟橋等施設の改善整備を行うこと。 

 （趣旨・理由） 

 ・ 高松便（官用船）・庵治便（民間委託船）の増便及び船長・機関長の海事職化等の船

員職員の雇用確保に向けた、この間の厚労省のご尽力とご努力は、高く評価する。 

   また、官用船の一般旅客定期航路事業の認可取得に向けた取組みについても、大島青

松園入所者としては、評価するとともに、大いに期待を寄せているところである。 

 ・ しかしながら、桟橋の整備・拡充については、長年の課題でありながら、実現に至っ

ていないのが現状である。とりわけ、大型官用船「せいしょう」及び大型民間委託船が

同時に桟橋を利用することができないという問題を抱えており、このため、多数の施設

見学者や来訪者を迎えることが困難であり、また、「せいしょう」を高松港に停泊させ

なればならないため、「まつかぜ」のトラブル等の緊急時の対応に大きな不安要因を抱

えている。 

・ 平成２８年度には、社会交流会館が完成し、地域社会に開かれた大島青松園として、

今後も、多くの施設見学者及び来訪者の来島が予想されるところである。 

 このため、官用船の安定かつ安全な運航のため、一般旅客定期航路事業の認可取得と、

大型官用船、大型民間委託船の有効活用が可能となる桟橋等の設備・施設の改善は、一

刻の猶予も許されない喫緊の課題である。関係省庁・関係自治体との連携協力をさらに

強化し、早急に上記課題の実現をされたい。 

 

５ 入所者の臨床・生活上の倫理・人権問題を扱う委員会組織について 

この問題については、昨年度の定期協議の結果に基づいて、昨年１０月、厚労

省本省・施設長・統一交渉団による協議の場をもったところであるが、本年度も、

この問題に関する理解と認識を相互に深め、取り組みをさらに進めるため、引き

続き同様の協議の場を設定されたい。 

 

第４ 将来構想 

１ 現状認識 

療養所の将来構想を現実的なものとするうえでも、療養所の永続化は極めて重

要である。 

 既に昨年度の定期協議において、｢療養所施設（敷地及び史跡・歴史的建造物

を含む）の永続化に向けて取組む｣ことが確認されているが、納骨堂、歴史的建
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造物、社会交流会館を除いては、どの範囲でどのような形で永続化を図るのか、

その運営主体をどうするのかについては具体化が進められていない。 

 

２ 要求事項 

こうした現状を打開し、永続化に向けての取組みを確実なものにしていくため

には、 

  ① 療養所の永続化の法的根拠を整備し 

  ② 療養所の永続化が国の責務であることを確認したうえで 

  ③ 将来的に地方公共団体への法定委託を可能にすること 

等を内容とする「ハンセン病問題基本法」の改正を検討すること、及びそのため

の意見交換会を引き続き開催することを確約されたい。 

 

第５ 真相究明 

１ 各療養所にある歴史的建造物・史跡等の保存 

（１）補修計画の実行 

 平成２６年度の確認事項では、現状維持のために緊急に補修を要するものを

選定し､その補修対象物については、２７年度から３年以内を目途にした補修

完了を達成できるようできるだけ努力することとされている。これに基づき、

２７年 度は菊地恵楓園の監禁所、長島愛生園の回春寮、２８年度は多磨全生

園の旧図書館、奄美和光園の旧納骨堂、につき、補修を行うこととされていた

が、２９年度に入った現在、この４箇所のうち補修完了しているのは、長島愛

生園の回春寮だけである。 

 ３年計画の最後の年である今年度は、栗生楽泉園の青年会館、星塚敬愛園の

旧納骨堂が補修対象と計画されているが、前前年度からの補修工事がこのよう

に遅延した状況では、今年度対象分の達成もおぼつかない。 

 本協議会はハンセン病違憲国賠訴訟の基本合意に基づいて設置されたもの

であり、その協議会の確認事項として国が約束した事項は、単なる行政計画で

はない。統一交渉団との信義にかかわるものであり、ハンセン病問題について

の国の真摯 な謝罪の姿勢を、確認事項の履行をもって証明していくものであ

る。 

  補修工事の遅れについては、昨年度協議会でも厳しく問題にし、２８年度確

認事項でも、補修工事が計画どおり実施されるよう早急に手続に入る、と約束

された。しかし、今年も同じ指摘をしなければならないことに憤りを感じる。 

   まずは、このように計画実施が遅れている理由について説明し、その遅延
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を取り戻すために、これまでどのような努力をされたのか、今後はどのような

段取りで計画遂行にあたるのか、十分な説明をいただきたい。 

（２）補修事業の継続 

 平成２７年から計画に入った上記６点の対象物は、２７年の時点で特に緊急

補修を行う優先度の高いものであった。しかし、各療養所には、ハンセン病問

題の歴史を伝える様々な建造物・史跡があり、療養所の永久保存を目指す道筋

の中で、国の責任として、修復等を行って保存すべき対象物は、この６点に限

らない。 

  また、緊急補修計画を開始した２７年の時点から３年近く経過する中で、風

水等の自然災害により劣化が進み、上記６点以外にも、緊急補修の必要性が高

まっている対象物もある。 

   従って、上記６点に関する緊急補修事業が２９年度で完了した後も、引き

続き、各療養所内の上記６点以外の歴史的建造物・史跡について緊急補修の検

討と補修実施ができるよう、３０年度以降の補修事業の継続と予算確保を求め

る。 

 

２ 社会交流会館の充実について 

 昨年度の確認事項では、社会交流会館の啓発活動のための資料整理及び展示に

関し、学芸員派遣を含めた国立ハンセン病資料館からの支援と予算確保が約束さ

れている。また、療養所の将来構想の実現や永続化にとって重要な社会交流会館

の運営の充実化に向けて、その運営費を確保するため、予算化に向けた検討を進

める、と約束された。 

   この点について、２９年度に予定されている学芸員配置、社会交流会館運営

費予算化の内容を説明し、充実化に向けた今後の方向性を示されたい。 

 

３ 国立ハンセン病資料館の取組方針  

 ハンセン病資料館等運営企画検討会が平成２９年３月にとりまとめた「普及啓

発に関する提言」をふまえて、厚生労働省が同月に発表した「厚生労働省として

の当面の取組」の中の下記の点について、その趣旨を説明されたい。 

   

○ 国立のハンセン病資料館による次年度計画の策定に資するよう、次年度の取組方針を

年度開始前に設定し、国立のハンセン病資料館に提示する。取組方針の作成に当たっ

ては、ハンセン病問題対策協議会の確認事項の内容を踏まえるとともに、国立のハン

セン病資料館との意思疎通を十分に図るものとする。 
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４ 旧菊地医療刑務支所 

 昨度の確認事項では、ハンセン病及びハンセン病対策の歴史に関する正しい  

知識の普及啓発が国の責務であり、厚生労働副大臣から法務省に対して、保存に

ついて連携協力を要請し、厚生労働省と法務省との協議を行う、と約束されてい

る。  

 昨年以降、法務省とどのような連携あるいは協議を行ったのか、説明されたい。 

以上 


